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１．予算編成方針

国の月例経済報告によれば、経済の基調判断は「景気は、緩やかに持ち直している。」と
され、「先行きについては、ウィズコロナの新たな段階への移行が進められる中、各種政策
の効果もあって、景気が持ち直していくことが期待される。ただし、世界的な金融引締め等
が続く中、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価
上昇、供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。」とさ
れております。

こうした状況において、国は「経済財政運営と改革の基本方針2022」での令和５年度予算
編成に向けた考え方として、民需に力強さを欠く状況の中での海外への所得流出を伴う物
価高騰やロシアによるウクライナ侵略による安全保障環境の変化等を踏まえ、景気の下振
れリスクにしっかり対応し、民需中心の景気回復を着実に実現することで、成長と分配の好
循環に向けた動きを確かなものとしていくなどとされております。そして、過去最大であった
昨年度に次ぐ110兆484億円の一般会計予算の概算要求でありました。

そのような中、本町の財政状況は、税収の伸び悩みによる低い財政力指数や、愛南町独
自の地理的要件・人口構造により、高い数値で推移する経常収支比率などが問題とされて
いますが、平成１６年の町村合併以降、多様な行政ニーズに対応しながら、将来的な負担
軽減をすることによる次世代への持続可能な財政運営を目指して、地方債残高を96億円
減らす一方で基金残高は60億円増やすなど財政的な余力の確保ができている状況です。
加えて「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に規定される健全化判断比率など
は、過去においても適正な比率を保っており、健全な財政運営が維持されているといえま
す。

しかし、自主財源が乏しい本町が、今後も同様に健全財政を維持するためには依存財源
の動向が大きく影響し、財政状況が国の地方財政計画に左右されやすいという「不安定さ」
は拭えない状況となっています。特に普通交付税については、人口減少などを要因として
今後の伸び率はマイナス側に振れていくと予想され、これからの本町の財政状況は、決し
て楽観視できる状況にはありません。この財政に対する危機意識を共有し、全職員が持続
可能な財政運営を目指していく必要があります。

そのため、令和５年度の予算編成に当たっては、「ともに彩を育むまち」を目指した第３次
愛南町総合計画に基づいて実施している基本事業について、計画１年目の行政経営サイ
クルによる評価を確実に行い、成果が見込めないなどの事業がある場合は、縮小・廃止も
視野に入れた効率的で効果的な手法を展開することとし、そのうえで、本町の資源を最大
限に活かすことを念頭にしたブランドイメージ向上のための取組と中長期的な視点に立っ
た予算編成を行っております。

令和５年２月
愛南町長 清 水 雅 文
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２．令和５年度当初予算の概要

Ⅰ  支えあい健やかに暮らせるまちづくり

Ⅱ 豊かな自然環境と共生し快適に暮らせるまちづくり

　 次世代につなぐ子ども・子育て支援の充実の分野では、仕事と育児の両立ができるよう延
長・一時保育事業、病児保育事業に加え、放課後の居場所などの充実を図るため、放課後
児童クラブ・図書クラブ等の地域子育て支援事業や出産子育て支援・応援交付金事業など
を実施するとともに、子どもの笑顔が輝き、未来に羽ばたく、愛南プランを基本理念に掲げ
た第２期子ども・子育て支援事業計画７つの基本目標の実現をめざし、地域における子育
ての多様なニーズに迅速な対応ができる支援体制、保育サービスの向上、保育環境の充
実を図ります。
　高齢者福祉の充実の分野では、今年、ねんりんを重ねた愛顔、伊予に咲くをテーマとし
て、愛媛県で「ねんりんピック愛顔のえひめ2023」が開催されます。本町では将棋交流大会
が10月に開催予定となっております。また、住み慣れた地域で安心して暮らすため、年齢条
件等の体制を見直した高齢者タクシー利用助成事業を拡充しております。
　　障がい者（児）福祉の充実では、第６期障がい福祉計画及び第２期障がい児福祉計画
の更新策定時期を迎えております。それぞれの計画に沿った支援体制の充実を図ります。
　　健康・医療体制の充実の分野では、補助対象事業とし拡充された新型コロナウイルス感
染症検査関連事業や各種検診・予防接種事業及び子育て世帯の経済的負担の軽減に取
り組むため、子ども医療費（乳幼児・児童・高校生等）の無償化などを実施し、疾病の早期
発見、安定的な医療の提供を行うとともに、第３次食育推進計画のそれぞれのライフステー
ジに合わせた６つの基本方針に沿って、地域が一体となった食育を継続的に推進しなが
ら、町民の健康増進、健康に対する意識高揚を図ります。

 　循環型社会の形成の分野では、脱炭素化に向けた取り組みとして自然環境への負荷を
軽減する機器の導入等に対する補助を行い、公共施設のＬＥＤ化、地球温暖化の防止及
び資源の有効活用の推進を図ります。
 　道路環境の充実の分野では、安全で快適な通行ができるように長寿命化計画等に基づ
いた町道・橋梁の維持補修・改良を行い、道路網の安全性・利便性・機能性の向上に努め
るとともに、四国８の字ネットワークを形成する高速道路の早期延伸のための要望活動も積
極的に実施します。
　公共交通の確保の分野では、令和４年度より２路線（外泊線、久良線）を追加して、各地域
にそれぞれ８路線のあいなんバス(コミュニティバス)を運行しており、日常生活における町民
の移動手段の確保・充実を図ります。また、本町の地域特性や交通実態にあった地域公共
交通のあり方についても、引き続き関係機関等と協議しながら、効率的で持続可能な公共
交通体系の構築に努めます。
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Ⅲ  活力ある産業を育てるまちづくり

Ⅳ  自立と協働による安全安心なまちづくり

Ⅴ  豊かな心と文化を育むためのひとづくり

 　協働によるまちづくりの推進の分野では、多様化していく地域課題の解決に取り組むた
め、地域おこし協力隊員を更に拡充し、地域資源を活用した新たな起業支援や地域への
定住・定着をめざすとともに、地域住民が主体となった地域活動を推進します。
 　防災・減災対策の推進の分野では、国、県の防災計画との整合性を図りつつ、近年各地
で発生し大規模化する自然災害の状況を踏まえ、大規模自然災害が起こっても機能不全
に陥らない、「強さ」と「しなやかさ」を兼ね備えた安全・安心な地域づくりのためにも民間建
築物耐震診断・改修補助事業等、支援体制の拡充を行いながら、愛南町地域防災計画に
より、防災対策の一層の充実・強化を図ります。
 　消防・救急体制の充実の分野では、多様化する災害に対応するため、有効な資機材等
を計画的に配備します。更に消防団との連携を強化しながら消防力の向上に努め、住民の
安心・安全を確保します。
　 効果的・効率的な行財政運営の推進の分野では、町の魅力等を向上させ、「関係人口」
を拡大するために老朽化が進む公共施設等を活用した体験住宅の運用が開始されるな
ど、人口減少を抑制し、定住・移住促進を図ります。

 　水産業の振興の分野では、愛南水産物の販路拡大に向けた都市部での販売促進や農
産物とのコラボレーションによる首都圏でのフェアーの実施、大学連携を通じた愛南マダイ
のPRやスマ、サツキマスなど新養殖魚の養殖技術を確立するための支援、次世代型水産
業振興ネットワークシステムを活用した環境情報の可視化、赤潮情報の発信等を行いなが
ら、恵まれた水産資源を最大限に活用して、地域の活性化を図ります。
 　農林業の振興の分野では、森林環境譲与税を活用した森林環境整備を推進し、６次産
業化及び高付加価値化を見据えた戦略や、柑橘加工施設の可能性を模索するため、引き
続き、採算性シミュレーションを実施及びブランド確立における愛南ゴールドの魅力をＰＲし
認知度の向上を図るため、国内・海外の小売店等への積極的な販売促進等により、持続可
能なまちづくりを支える愛南柑橘産業の確立をめざします。
 　観光・物産の振興の分野では、まちの特産品を活かしたふるさと寄附金事業の充実をめ
ざし、マラソンとピクニックを組み合わせたイベントによる地域の魅力が56.7ｋｍで堪能できる
マラニック事業を引続き実施して、地域活性化を図ります。また、営業戦略推進計画に基づ
き、特産品等のブランド力を向上させ、多くの方々に町の魅力を十分を発信できる環境づく
りに取り組み、統一ロゴマーク「いろこい あいなん」等の活用支援を行い、戦略的な観光施
策を展開していきます。

 　学校教育の充実の分野では、GIGAスクール構想によるICT環境の充実に取り組み、外
国人英語指導助手設置事業における英語に触れる機会を授業だけでなく学校生活の中で
作ることで、英語に慣れ親しむ環境を構築し、国際社会で活躍できる人材の育成を図りま
す。また、コミュニティ・スクールの導入により、学校と保護者や地域関係者がともに知恵を出
し合い、協働しながら子どもたちの豊かな成長を支え、「地域とともにある学校づくり」を進め
るため、スクールサポートスタッフや学校ＩＣＴ支援員を配置し、教員の事務の効率化・負担
軽減を図り、教育の快適な学習環境の維持管理に努めます。そのほか、今年度は小学校２
校及び中学校１校が閉校となることから、閉校式典や新たな学校への移行経費補助、南宇
和高等学校魅力化推進事業の充実に努めます。
　 人権尊重・男女共同参画の実現の分野では、第３次男女共同参画推進計画に基づき、
ワーク・ライフ・バランスの推進を図り、ともに自立して個性と能力を発揮できる社会の実現を
めざします。
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（単位：千円、％）

前年度予算額 本年度予算額 差　引 増減率

14,190,000 15,417,000 1,227,000 8.6

3,023,000 2,980,000 △ 43,000 △ 1.4

355,800 356,100 300 0.1

3,260,000 3,237,000 △ 23,000 △ 0.7

156,700 145,000 △ 11,700 △ 7.5

191,000 197,300 6,300 3.3

80,499 88,642 8,143 10.1

22,020 24,791 2,771 12.6

40,285 0 △ 40,285 △ 100.0

21,319,304 22,445,833 1,126,529 5.3

収益的収入 675,500 715,700 40,200 6.0

資本的収入 241,952 350,238 108,286 44.8

収益的支出 675,500 715,700 40,200 6.0

資本的支出 513,829 624,172 110,343 21.5

収益的収入 713,000 723,000 10,000 1.4

資本的収入 2,332 9,515 7,183 308.0

収益的支出 713,000 723,000 10,000 1.4

資本的支出 27,497 49,525 22,028 80.1

収益的収入 1,388,500 1,438,700 50,200 3.6

資本的収入 244,284 359,753 115,469 47.3

収益的支出 1,388,500 1,438,700 50,200 3.6

資本的支出 541,326 673,697 132,371 24.5

☆　一般会計予算額の推移(10年間）

水道事業会計

病院事業会計

企業会計合計

小規模下水道特別会計

浄化槽整備事業特別会計

温泉事業等特別会計

旅客船特別会計

公共用地先行取得事業特別会計

計

３．予算の規模

会　　計　　名

一般会計

国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計
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3,300万円 137億円

154億

1,700万円
154億

4,800万円

155億

7,700万円 146億

1,800万円
142億

8,500万円 131億

1,700万円 131億円

億円

141億
9,000万円
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４．一般会計予算（歳入）について

令和５年度一般会計当初予算額は、154億1,700万円で令和４年度当初予算と比較して
12億2,700万円(8.6％)の増額となりました。

町税 … 令和４年度と比較して3,301万５千円（2.0％）増額の17億1,000万６千円を計上
しています。そのうち、町民税については、人口は減少傾向であるが、個人所得や法人町
民税の増収見込みにより、2,849万４千円（4.2％）の増額、固定資産税については、償却資
産の減価の影響等により357万円（△0.5％）の減額となっています。

地方譲与税や利子割交付金等の交付金 … 地方財政計画等を参考に、それぞれ、地
方揮発油譲与税3,200万円、自動車重量譲与税１億200万円、森林環境譲与税3,000万円、
利子割交付金180万円、配当割交付金600万円、株式等譲渡所得割交付金180万円、法
人事業税交付金1,300万円、地方消費税交付金４億500万円、自動車税環境性能割交付
金700万円、地方特例交付金500万円、交通安全対策特別交付金180万円を計上していま
す。

地方交付税 … 地方財政計画等を参考に令和４年度と比較して300万円（△0.1％）減
額の72億8,600万円を計上しています。

分担金及び負担金 … 老人保護措置費負担金の増加等はありますが、がけ崩れ防災
対策分担金及び学校給食費保護者負担金の減少等により、431万２千円（△3.1％）減額の
１億3,485万円を計上しています。

使用料及び手数料 … 戸籍手数料や教員住宅使用料の増加等はありますが、御荘海
洋センター使用料や住宅使用料の減少等により、405万円（△2.3％）減額の１億7,109万５
千円を計上しています。

国庫支出金 … 住宅・建築物安全ストック形成事業費補助金(ホテルサンパールの除
却)や宅地耐震化推進事業費補助金の増加等はありますが、新型コロナウイルス感染症対
応地方創生臨時交付金やワクチン接種対策費負担金及び体制確保事業費補助金の減少
等により、5,526万９千円（△5.7％）減額の９億1,679万８千円を計上しています。

県支出金 … 全国健康福祉祭(ねんりんピック)事業費補助金や愛媛県議会議員選挙事
務交付金の増加等はありますが、がけ崩れ防災対策事業費補助金や種子島周辺漁業対
策事業補助金(西海地区荷捌所設置工事)の減少等により、3,348万８千円（△4.0％）減額の８億
242万６千円を計上しています。

財産収入 … 建物貸付収入(旧馬場集会所・旧長崎保育所他)の増加等により、906万８千円
（7.4％）増額の１億3,129万９千円を計上しています。

寄附金 … ふるさと寄附金の増加を見込み、15億円を計上しています。

繰入金 … 公共用地先行取得事業特別会計繰入金の減少等はありますが、ふるさとづ
くり基金繰入金や財政調整基金繰入金の増加等により、６億4,612万８千円（137.6％）増額
の11億1,581万円を計上しています。

繰越金 … ３億6,000万円を計上しています。

諸収入 … 農業支援センター運営事業収入の増加等はありますが、高齢者の保健事業
と介護予防等の一体的実施事業や愛媛県植樹祭開催事業負担金の減少等により、9万２
千円（△0.1％）減額の１億5,731万６千円を計上しています。

町債 … 消防救助工作車更新事業等に係る過疎対策事業債や町道中溝線外路肩改
良事業に伴う合併特例債の増加はありますが、臨時財政対策債の減少等により、6,640万
円（△11.2％）減額の５億2,600万円を計上しています。
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構成比 構成比

1 11.8 1 11.1

2 1.2 2 1.1

3 0.0 3 0.0

4 0.0 4 0.0

5 0.0 5 0.0

6 0.1 6 0.1

7 3.0 7 2.6

8 0.0 8 0.1

9 0.0 9 0.0

10 51.4 10 47.3

11 0.0 11 0.0

12 1.0 12 0.9

13 1.2 13 1.1

14 6.9 14 6.0

15 5.9 15 5.2

16 0.9 16 0.9

17 5.6 17 9.7

18 3.3 18 7.2

19 2.3 19 2.3

20 1.1 20 1.0

21 4.2 21 3.4

100.0 100.0

△ 4,050 △ 2.3

町 債 592,400 526,000 △ 66,400 △ 11.2

30,000

700,000 87.5

△ 33,488 △ 4.0

646,128 137.6

9,068 7.4

寄 附 金 800,000 1,500,000

合 計 14,190,000

繰 入 金 469,682 1,115,810

157,316

15,417,000 1,227,000 8.6

繰 越 金 330,000 360,000

諸 収 入 157,408

9.1

△ 92 △ 0.1

県 支 出 金 835,914 802,426

財 産 収 入 122,231 131,299

134,850

使 用 料 及 び 手 数 料 175,145 171,095

国 庫 支 出 金 972,067 916,798

7,286,000

△ 55,269 △ 5.7

交通安全対策特別交付金 2,000 1,800 △ 200 △ 10.0

分 担 金 及 び 負 担 金 139,162

0.0

△ 4,312 △ 3.1

地 方 特 例 交 付 金 5,000 5,000 0 0.0

地 方 交 付 税 7,289,000

△ 200

△ 3,000 △ 0.1

法 人 事 業 税 交 付 金

自動車税環境性能割交付金 7,000

4,000 44.4

7,000 0

9,000 13,000

1,800

1,800

配 当 割 交 付 金

△ 5.2地 方 消 費 税 交 付 金 427,000 405,000 △ 22,000

33,015

△ 10.0

地 方 譲 与 税 169,000 164,000

7,000

利 子 割 交 付 金 2,000

株式等譲渡所得割交付金 2,000

令和５年度

B科　　目

町 税 1,676,991 1,710,006

△ 10.0

6,000

△ 5,000 △ 3.0

△ 14.3

△ 200

△ 1,000

(単位：千円、％）一般会計歳入の内訳

2.0

年　　度

C=B-A C／A×100A

令和４年度 増　減　額 増減率
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(単位：千円）

税　　目 令和４年度 令和５年度 増減
町民税 682,670 711,164 28,494
固定資産税 793,289 789,719 △ 3,570
軽自動車税 82,729 84,168 1,439
町たばこ税 118,303 124,955 6,652

合　　計 1,676,991 1,710,006 33,015

(単位：千円）

科　　目 令和４年度 令和５年度 増減

町税 1,676,991 1,710,006 33,015
分担金及び負担金 139,162 134,850 △ 4,312
使用料及び手数料 175,145 171,095 △ 4,050
財産収入 122,231 131,299 9,068
寄附金 800,000 1,500,000 700,000
繰入金 469,682 1,115,810 646,128
繰越金 330,000 360,000 30,000
諸収入 157,408 157,316 △ 92
自主財源　　計 3,870,619 5,280,376 1,409,757 0.342503
地方譲与税 169,000 164,000 △ 5,000
利子割交付金 2,000 1,800 △ 200
配当割交付金 7,000 6,000 △ 1,000
株式等譲渡所得割交付金 2,000 1,800 △ 200
法人事業税交付金 9,000 13,000 4,000
地方消費税交付金 427,000 405,000 △ 22,000
自動車税環境性能割交付金 7,000 7,000 0
地方特例交付金 5,000 5,000 0
地方交付税 7,289,000 7,286,000 △ 3,000
交通安全対策特別交付金 2,000 1,800 △ 200
国庫支出金 972,067 916,798 △ 55,269
県支出金 835,914 802,426 △ 33,488
町債 592,400 526,000 △ 66,400
依存財源　　計 10,319,381 10,136,624 △ 182,757 0.657497

合　　計 14,190,000 15,417,000 1,227,000

町税の内訳

自主財源・依存財源

固定資産税

47.3％

軽自動車税

4.9％

町たばこ税

7.1％

町たばこ税 7.3％

軽自動車税

4.9％

町民税
41.6％

固定資産

税

46.2％

令和４年度 令和５年度

町民税
40.7％

令和４年度 令和５年度

依存財源
72.7％

依存財源
65.7％

自主財源
27.3％

自主財源
34.3％
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５．一般会計予算（歳出）について
議会費 … 議員視察に伴う研修費の減少等はありますが、職員給与改定に伴う増加等

により、４万８千円（0.1％）増額の8,930万４千円を計上しています。

総務費 … 参議院議員・愛媛県知事選挙事務等の減少はありますが、愛媛県議会議員
選挙事務、地域支援事業(地域おこし協力隊員の増員)及びふるさと寄附金事業等の増加により、
６億3,413万４千円（20.6％）増額の37億888万２千円を計上しています。

民生費 … 児童手当給付事務及び大森文化会館管理運営事業(施設改修工事)等の減少
はありますが、高齢者タクシー利用助成事業、全国健康福祉祭(ねんりんピック)事業等の増
加により、190万８千円（0.1％）増額の36億4,195万円を計上しています。

衛生費 … 新型コロナウイルスワクチン接種事業や子ども医療給付事業（乳幼児）の減
少はありますが、出産・子育て応援交付金事業、国保一本松病院給水設備改修に係る病
院事業会計補助金や物価高騰による配水施設の電気料等の増加による上水道事業会計
補助金の増加などにより、4,094万１千円（3.2％）増額の13億3,680万９千円を計上していま
す。

農林水産業費 … 種子島周辺漁業対策事業補助金(西海地区荷捌所設置工事)や小規模
下水道特別会計繰出金等の減少はありますが、あけぼのグランド管理運営事業(照明設備改
修工事)及び森林環境譲与税基金繰入金を活用した森林環境整備事業(森林整備担い手確保
育成対策補助金)等の増加により、6,839万円（9.8％）増額の７億6,866万１千円を計上してい
ます。

商工費 … 観光関係各種負担金(いやしの南予・復興イベント事業負担金)の減少はありますが、
愛南マラニック事業や電気料の高騰に伴う温泉事業等特別会計繰出金などの増加により、
1,484万８千円（5.4％）増額の２億8,856万２千円を計上しています。

土木費 … 橋梁新設改良事業(国庫)（峰田山出下線外橋梁修繕５橋→３橋）や砂防事業(県)
（４地区→３地区）等の減少はありますが、大規模盛土造成地詳細調査委託料及び民間特定
建築物耐震化促進事業(ホテルサンパール除却に伴う建築物耐震対策緊急補助金)や国庫補助事
業の道路新設改良事業等の増加により、１億594万８千円（16.1％）増額の７億6,247万６千
円を計上しています。

消防費 … 消防操法大会(隔年開催)に伴う消防団運営事業の減少はありますが、消防施
設整備事業(救助工作車)及び消防団設備整備事業(小山地区普通積載車購入)等の増加により、
１億1,024万６千円（25.5％）増額の５億4,299万７千円を計上しています。

教育費 … 東海公民館施設改修工事、御荘文化センター空調設備改修工事の減少は
ありますが、学校ＩＣＴ管理事業(校務支援端末等機器リース料他)、南宇和高等学校魅力化推進
事業及び教育委員会事務局庶務事務(教育世代児童生徒就学応援金、閉校式典経費)の増加に
より、8,421万９千円（7.5％）増額の12億95万５千円を計上しています。

そのほか、災害復旧費は、23万６千円（△3.1％）減額の743万４千円、公債費は、807万７
千円（△0.3％）減額の24億1,151万６千円、諸支出金は、ふるさと寄附金の増加に伴う２億
463万１千円（50.8％）増額の６億745万４千円、予備費は、5,000万円を計上しています。

また、これらの経費を性質別に見ると、人件費は6,031万５千円（1.8％）増額の34億7,455
万４千円、物件費は４億1,804万８千円（18.1％）増額の27億3,179万５千円、維持補修費は
522万５千円（12.3％）増額の4,770万円、扶助費は3,920万６千円（3.0％）増額の13億5,292
万２千円、補助費等は４億6,093万８千円（26.4％）増額の22億383万６千円、公債費は807
万７千円（△0.3％）減額の24億1,151万６千円、積立金は２億463万１千円（50.8％）増額の
６億745万３千円、投資及び出資金は1,049万６千円（15.9％）増額の7,633万７千円、貸付
金は昨年度と同額の200万円、繰出金は302万８千円（0.2％）増額の15億3,617万１千円、
普通建設事業費は6,342万６千円（7.4％）増額の９億1,528万２千円、災害復旧事業費は23
万６千円（△3.1％）減額の743万４千円、予備費は3,000万円(△37.5％)減額の5,000万円を
計上しています。
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構成比 構成比

1 0.6 0.6

2 21.7 24.1

3 25.7 23.6

4 9.1 8.7

6 4.9 5.0

7 1.9 1.9

8 4.6 4.9

9 3.1 3.5

10 7.9 7.8

11 0.1 0.1

12 17.0 15.6

13 2.8 3.9

14 0.6 0.3

100.0 100.0

年　　度

科　　目 構成比 構成比

1 24.1 22.5

2 16.3 17.7

3 0.3 0.3

4 9.3 8.8

5 12.3 14.3

6 17.1 15.7

7 2.8 3.9

8 0.6 0.5

9 0.0 0.0

10 10.8 10.0

11 6.0 5.9

12 0.1 0.1

13 0.6 0.3

100.0 100.0合      　　　　　　　　　　    計 14,190,000 15,417,000 1,227,000 8.6

(単位：千円、％）

災害復旧事業費 7,670 7,434 △ 236 △ 3.1

予 備 費 80,000 50,000 △ 30,000 △ 37.5

繰 出 金 1,533,143 1,536,171 3,028 0.2

普通建設事業費 851,856 915,282 63,426 7.4

投資及び出資金 65,841 76,337 10,496 15.9

貸 付 金 2,000 2,000 0 0.0

公 債 費 2,419,593 2,411,516 △ 8,077 △ 0.3

積 立 金 402,822 607,453 204,631 50.8

39,206 3.0

補 助 費 等 1,742,898 2,203,836 460,938 26.4

合      　　　　　　　　　　    計

（性質別）
令和４年度 令和５年度

維 持 補 修 費

扶 助 費 1,313,716 1,352,922

物 件 費 2,313,747 2,731,795 418,048 18.1

42,475 47,700 5,225 12.3

B C=B-A C／A×100

人 件 費 3,414,239 3,474,554 60,315 1.8

A

増　減　額 増減率

14,190,000 15,417,000 1,227,000 8.6

諸 支 出 金 402,823 607,454 204,631 50.8

予 備 費 80,000 50,000 △ 30,000 △ 37.5

災 害 復 旧 費 7,670 7,434 △ 236 △ 3.1

公 債 費 2,419,593 2,411,516 △ 8,077 △ 0.3

消 防 費 432,751 542,997 110,246 25.5

教 育 費 1,116,736 1,200,955 84,219 7.5

商 工 費 273,714 288,562 14,848 5.4

土 木 費 656,528 762,476 105,948 16.1

衛 生 費 1,295,868 1,336,809 40,941 3.2

農 林 水 産 業 費 700,271 768,661 68,390 9.8

総 務 費 3,074,748 3,708,882 634,134 20.6

民 生 費 3,640,042 3,641,950 1,908 0.1

科　　目 A B C=B-A C／A×100

議 会 費 89,256 89,304 48 0.1

年　　度 令和４年度 令和５年度 増　減　額 増減率

一般会計歳出の内訳

（目的別） (単位：千円、％）
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義務的経費・投資的経費・その他の経費の状況

人件費
24.1%

扶助費
9.2%

公債費
17.0%

普通建設

事業費

6.0%
災害復旧事業費

0.1%

物件費
16.3%

補助費等
12.3%

繰出金
10.8%

その他
4.2%

義務的経費

その他の経費

投資的経費

人件費
22.5%

扶助費
8.8%

公債費
15.7%

普通建設

事業費

5.9%

災害復旧事業費

0.1%

物件費
17.7%

補助費等
14.3%

繰出金
10.0%

その他
5.0%

その他の経費

投資的経費

義務的経費

令和４年度

令和５年度
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６．地方債及び基金残高の推移(10年間）

地方債残高の推移

基金残高の推移

0

50

100

150

200

250

0

20

40

60

80

100

120

203億
4,336万円

169億
1,484万円

（見込）

138億
8,210万円

209億
6,990万円

217億
8,411万円

218億
6,529万円 212億

8,944万円
192億
7,180万円 180億

1,373万円

109億

7,195万円

111億
5,686万円

（見込）

110億
5,867万円

101億
9,956万円

106億
3,836万円

111億
4,604万円

109億
9,832万円

110億
8,155万円 108億

1,772万円

億円

億円

（見込）

110億
2,563万円

（見込）

157億
1,443万円
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７．主要事業の概要

議会費
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民生費
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衛生費
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農林水産業費
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244



245



246



247



248
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→
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商工費
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土木費
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363



364
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369



370
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373



374



375



376



377



378



379



380



消防費
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383



384



385



386



387
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８．議員提案事業及び対応方針
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番号 提案事業名 提案事業概要 対　応　方　針
当初予算
計上額

    （千円）

予算書
該   当
ページ

担当課

1

地震・津波災
害における指
定避難所の
整備等につ
いて

　地震・津波災害における指定避難
所未整備地区（半島部・海岸部）に
おける指定避難所の早期整備と津
波一時避難場所における家族用テ
ントの支給について

　現在、津波避難計画を策定しており、
その中で避難者数及び地区別の指定避
難所への収容計画の検討を行っていま
す。この計画の策定後には、各地域での
説明会を予定しており、地域からの意見
を聞きながら指定避難所の整備を含め、
避難先等を検討していきます。
　防災用品（テント及び寝袋）を購入した
町民に対し、１年度に１回限りで、購入金
額の2分の1かつ5,000円を上限とする補
助制度を新設し、令和5年度より実施しま
す。なお、希望者が多い場合は補正で
対応します。
また、自主防災会の活動に対しては、1
団体につき10万円を限度に補助を行っ
ており、この補助事業を活用して整備す
ることもできます。

1,000千円 Ｐ103 防災対策課

2

高校生・大学
生への町独
自の奨学金
制度

　物価高、コロナ禍で町民の暮らし
が厳しさを増す中、愛南町の子ども
たちの進学意欲、学習環境を支え
る。
　高校生：月2万円×6人＝144万
円、大学・短大・専門学校：月5万円
×3人＝180万円

　進学意欲等に対応する就学支援は、
日本学生支援機構などいくつかの団体
が行っています。住民税非課税世帯を
対象とする支援制度もあります。学校独
自の奨学金制度を大学、高等専門学校
なども行っているところもあります。
　奨学金制度を実施している市町におい
ても、日本学生機構などの制度の利用が
増え、そちらへシフトしている傾向が多く
なっているようです。
　また、奨学金制度に関する相談があれ
ば、関係する窓口を紹介するなどの対応
を考えていますが、そのような問い合わ
せの事例はなく、既にある制度と同様な
趣旨での町独自の奨学金制度の創設は
考えておりません。

－ － 学校教育課
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